「大阪府地域防災計画【原子力災害対策】（修正案）」に対するご意見と大阪府の考え方について
○募集期間　平成２６年２月１２日（水曜日）から平成２６年３月１３日（木曜日）まで

○募集方法　郵便、ファクシミリ、電子申請
○提出人数・意見数　１２人・１７件（うち意見の公表を望まないもの１件）
○ご意見と大阪府の考え方
	No
	ご意見の概要
	大阪府の考え方

	１
	〔総則〕　第１章　第６節

第１　原子力事業者における災害（事故）の想定（８ページ）

「計画の基礎とするべき災害の想定」で府内にある施設しか検討されていないようだ。

規模から言って、もんじゅをはじめとする福井県に存在する原発の事故対策が必須である。

琵琶湖が放射能汚染された場合の安全な水の確保はどうするのか？

人間だけでなく、ペットや家畜の安全地域への移動も準備計画されるべきである。
	この度の修正案は、関西広域連合の取組みを踏まえ広域避難の受入れを記載するものです。

福井県内に立地する原子力施設から概ね30km圏内とするＵＰＺ区域内から府県域を超えた広域避難の受入れについて、関西広域連合の定めた方針に従い府域での受入れについて記載しております。

	２
	〔総則〕　第１章　第６節

第１　原子力事業者における災害（事故）の想定（８ページ）

原子力災害が仮に発生した場合、都道府県や市町村の行政区画とは無関係に被害や混乱が及ぶため、大阪「府」の仕事としてはよく検討していても、実際には府域を単位とする対策が有効に機能するとは想定しにくい。また、フクシマの事故の例をみても、避難体制の整備の根拠となるはずの正確な情報が、必ずしも常に国の官公庁より継続的に発信され、それが府民により的確に受信され続けることも想定しにくい。原子炉の稼働の認可一般に対する府民の権限を強化することが根本的な対策である。現状では、原子力学会での最新の研究の様子からみても、商業用原子炉の稼働は認可すべきでなく、放射線の有害性の除去の研究を唯一の目的とする、府民の合意を得て民主的に管理され高度にコントロールされた実験用の原子炉を除いて、大阪府は稼働を認可すべきではない。
	この度の修正案は、関西広域連合の取組みを踏まえ広域避難の受入れを記載するものです。

福井県内に立地する原子力施設から概ね30km圏内とするＵＰＺ区域内から府県域を超えた広域避難の受入れについて、関西広域連合の定めた方針に従い府域での受入れについて記載しております。

	３
	〔緊急事態応急対策〕　第３章　第５節

第１　特定事象発生情報等の連絡（40ページ）

スピーディの情報を一般大阪府民はどのようにタイムリーに入手できるのか疑問である。

風上に避難する輸送手段は？優先順序は？

安全確保を担保する十分な具体的避難計画なしには、原子力発電所は二度と再び稼働させるべきではない。「たかが電気のため」に命が脅かされてはならない。
	府域の原子力施設に係る災害の広報については、第３章緊急事態応急対策「第６節　災害広報」（44ページ）に記載しております。

	４
	〔緊急事態応急対策〕　第３章

第１３節　飲食物の出荷制限、摂取制限等（58ページ）

「飲食物摂取制限値」について、妊婦、乳幼児、子どもなどがセシウム等を摂取し場合に濃縮されるというのは一般的であるのに、「緊急時だから」ということで一般枠での対応はもってのほかである。そのために常日頃から準備をしてこそ意味があるというのに、行政の怠慢だ。きちんとWHOに基づく基準で設定すべきだ。私たちはフクシマを経験もしたし、チェルノブイリに学ばなければいけない。将来ある子供たちは、せめて守りたい。
	飲食物摂取制限に関する指標については、国の基準（原子力災害対策指針ＯＩＬ６（経口摂取による被ばく影響を防止するため、飲食物の摂取を制限する際の基準））に基づき記載しております。

	５
	〔原子力災害中長期対策〕　第４章

第８節　被災者等の生活再建等の支援（68ページ）

すでに起こっている東京電力福島第1原発の事故により、東北、関東地方の放射能汚染地域の方々が、保養を求めています。民間で取り組まれている保養キャンプや保養の家について、計画には文言がありません。心と体のケアの具体化をしてください。

大阪府に保養に来られる方の支援はすべて市民ボランティアと寄付です。公的なバックアップがなければ、要望があるのに支援が続きません。

福島の事故は過去のものではなく、爆発した原発から今でも毎日10万ベクレルの放射能が放出され、汚染水も先日漏れた100トンの濃度は1リットル当たり2億3000万ベクレルと書いてありました。帰還される方もいますが、これから避難したい方もいます。

言葉だけでなく、実質的な支援が必要です。
	この度の修正案は、関西広域連合の取組みを踏まえ広域避難の受入れを記載するものです。

福井県内に立地する原子力施設から概ね30km圏内とするＵＰＺ区域内から府県域を超えた広域避難の受入れについて、関西広域連合の定めた方針に従い府域での受入れについて記載しております。

	６
	〔広域避難の受入れ〕　第５章　第２節

第２　避難対象地域（74ページ）

「なお、事故災害時には国の避難指示において避難区域が定められ、府は関係周辺市内の当該区域住民の広域避難を受け入れる。」は削除すべき。

福島事故を踏まえて策定された通称「こども被災者支援法」においても避難の権利が尊重され、自主避難に対しても支援するとされている。滋賀県のUPZ対象区域で、発災時に避難区域に指定されない地域からも多くの方が大阪に避難してくると予想され、その方々も当然受け入れるべきである。
	この度の修正案は、関西広域連合の取組みを踏まえ広域避難の受入れを記載するものです。

福井県内に立地する原子力施設から概ね30km圏内とするＵＰＺ区域内から府県域を超えた広域避難の受入れについて、関西広域連合の定めた方針に従い府域での受入れについて記載しております。

	７
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

修正案に、「広域避難の受入れ」を新たに明記していただいたことに、大いに賛成です。大阪府下の各市町村に、それぞれ避難される地域をふり分ける方法も良いと思います。避難された人々を受け入れる各市町村が、具体的な受け入れ計画を早急に作成する必要があります。避難が長期に渡る場合は、子どもたちの転入等もスムーズに行なえるよう、指導していって下さい。
	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	８
	〔広域避難の受入れ〕　第５章（73から75ページ）

「大阪府地域防災計画　原子力災害対策」では、若狭の原発で事故が起こったときの広域避難計画について、わずか３頁で、何も書かれていないも同然です。

・避難所はどこですか？

大阪府は、滋賀県の高島市・長浜市の住民を受け入れる計画となっていますが、受入先は市の名前だけで、施設名も書いてありません。一体、どこが避難所になるのでしょうか。

・移動手段はバスとなっているようですが、具体的なバスや運転手の手配はできているのでしょうか？

バスが汚染されたら除染はどこでどうやるのですか。

汚染水の処理はどうするのですか。

運転手の被ばくは避けられるのですか。

・地域防災計画には、避難計画はできていない、できないと明記してください。

このような最低限のことも決まっていないのでは、避難してくる住民や大阪府民の安全を守ることはできません。

広域避難計画について、住民説明会を開いてください。

そして、原発の再稼働が進められれば、住民の安全を守ることはできないと明記してください。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	９
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

広域避難の受け入れについて地区のマッチングだけで、避難方法や長期短期の避難の内容について何も書いてありません。これでは防災計画にならないと思います。朝日新聞の原発防災についてのアンケートでは、実際に訓練を行ってみると、３ｋｍ進むのに１５時間かかったり、海上輸送も天候不良で船が出せず、避難できないことが分かったという地域があったそうです。要援護者の移送には介護車両が必要ですし、福祉避難所も用意しなければなりません。各市町村にどのような配慮を求めていますか。地区を決めたから後は市町村でやれということでは府として無責任です。どのようなものをどれだけ備蓄するべきかなどもっと具体的に緻密に想定してください。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	10
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

避難先が市・町名しか書かれておらず、実際にどこにどのように受け入れ可能なのか不明です。

また、移動手段はどのように確保されるのか、食料や水の確保はどうなるのかも不明です。放射能で琵琶湖が汚染されれば水の確保はどうなるのでしょう？福島では避難弱者が避難の際にまた避難先で多数亡くなっています。このことはどのように検討されているのでしょう？

以上のことがどのように検討されているのか公表されないと、原子力災害対策として受け入れることはできません。

原子力災害対策ができていない以上、福井の原発が稼働されないよう大阪府から国や福井県、関西電力に申し入れるべきです。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	11
	〔広域避難の受入れ〕　第５章（73から75ページ）

「大阪府地域防災計画　原子力災害対策」では、若狭の原発で事故が起こったときの広域避難計画について。

・要援護者の受入について、どのような配慮がなされるのか何も書かれていません

　避難所や移動などについて、要援護者の配慮については何も書かれていません。福島原発事故の避難では、避難先の体育館で車いすから降りることができず、１週間以上も車いすのままで過ごした経験などが語られています。大阪府は、福島原発事故の実態を学び検証したのでしょうか。

３月４日に政府と交渉したとき、規制庁の防災担当者は次のように述べました。

各地の避難計画で、要援護者の避難について「計画が取りそろっていないのは事実」と認め、「書き物だけではダメで、避難計画に現実性がなければ、安全は守れない」。

規制庁自ら、避難計画は、実効性のあるものでなければならないと認めています。大阪府として、要援護者の避難計画はできていないと明記してください。

地域防災計画には、避難計画はできていない、できないと明記してください。

このような最低限のことも決まっていないのでは、避難してくる住民や大阪府民の安全を守ることはできません。

広域避難計画について、住民説明会を開いてください。

再稼働は認められないと表明すべきです。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	12
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

高槻市には滋賀県高島市の避難者を受け入れる計画ですが、要支援者の避難計画など具体的なものになっていません。現状の避難計画では原発の事故時には住民の命を守ることができない、と表明してください。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	13
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

避難の受け入れ計画では、単に人数でマッチングするだけでなく、社会福祉施設入所者、病院入院患者など要介護者をどのように設備の整った施設で受け入れるか検討し、計画に盛り込むべきである。

そのためにはまず、福島事故の貴重な教訓から学ばなければならない。

あの時、何が起きたかは多くのレポートがあるが、「○○」○○著　○○（出版社名）が秀逸である。避難計画担当者は必ず読むべきと考える。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。

	14
	〔広域避難の受入れ〕　第５章
第３節　府の広域避難の受入れ（75ページ）

広域避難について避難元と避難先の自治体のマッチングが示されています。島本町には滋賀県高島市より１８５名の方が避難されてきます。避難所なども決まっていますが、一番優先されるべき要援護者のかたがたがどのくらいおられるのかもわからず、病院・介護施設なども受け入れ可能かどうかも不明です。大飯原発から63kmにある島本町も放射性プルームの影響がある可能性は否めません。福島原発事故から容易に想定できます。当町もヨウ素などの被曝からの防護措置が必要なのに広域避難の受け入れが可能な体制は無理だと思います。責任もって避難受け入れをするために大阪府は各自治体にもモニタリングポストを設置して下さい。事故時に情報を迅速に住民に知らせるためにも、大阪府は関電と安全協定を結ぶべきです。そうでなければ正確な情報は知らされず無用な被曝を強いることになります。

避難計画が万全でないならば福井県にある関電の原発の再稼動は認めないで下さい。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。
関西電力株式会社との情報連絡については、同社と関西広域連合による「原子力発電所に係る情報連絡及びエネルギー対策の促進に関する覚書」により、本府を含めた連絡体制を構築しています。

	15
	〔広域避難の受入れ〕　第５章（73から75ページ）

「大阪府地域防災計画　原子力災害対策」で、若狭の原発で事故が起こったときの広域避難計画について、安定ヨウ素剤の配布等について全く書かれていません。

・大阪府民への安定ヨウ素剤の配布は検討しないのですか？

若狭の原発で事故が起こったとき、滋賀県のシミュレーションでは、大阪南部でもヨウ素による甲状腺被ばく５０～１００ミリシーベルト（１歳児・１日）と高い予測が出ています。

また、兵庫県知事は、原発から１００ｋｍ離れた神戸市にプルームが到達するのは「最短で２時間」と議会で答弁しています。大阪も同じような距離にあるため、同様の事態になると思われます。ＩＡＥＡの安定ヨウ素剤服用基準は５０ミリシーベルトです。

２時間以内に安定ヨウ素剤を服用できるような備蓄と配布体制は検討しているのですか。

国の指針ではプルーム対策（ＰＰＡ）は「検討中」として何も決まっていません。これでは住民の安全を守ることはできない。地域防災計画は立てられないと、国に強く求めてください。

このような状況で大阪府民の安全を守ることはできないと地域防災計画に明記してください。

再稼働は認められないと表明すべきです。
	広域避難の受入れについては、本計画案のほか関西広域連合の策定する「原子力災害に係る広域避難ガイドライン」や今後の国等の動向を踏まえ、関係機関と連携して必要な検討を進めてまいります。
また、ＰＰＡの導入や安定ヨウ素剤の投与の判断基準等については、関西広域連合と連携して国に必要な検討を求めていきます。

	16
	〔広域避難の受入れ〕　第５章（73から75ページ）

「大阪府地域防災計画　原子力災害対策」の第５章 広域避難の受入れについて。

若狭の原発で事故が起これば、琵琶湖は汚染されます。

浄水処理しても、放射性ヨウ素の除去は３０～５０％だそうです。

大阪水道事業団では、十分な水の備蓄もないとのことです。
これでは、事故が起これば、乳幼児も含めて、放射能混じりの水を飲むことになってしまいます。

安全な水の確保ができていないことを、地域防災計画に書いてください。
	この度の修正案は、関西広域連合の取組みを踏まえ広域避難の受入れを記載するものです。

福井県内に立地する原子力施設から概ね30km圏内とするＵＰＺ区域内から府県域を超えた広域避難の受入れについて、関西広域連合の定めた方針に従い府域での受入れについて記載しております。
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